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２．都市圏内外の人口密度・DID 面積等 

（１）人口密度 

（都市圏外の人口密度は核都市の 17 分の１）  

都市圏内外の人口密度を比較すると、核都市は 1,119.8 人／㎢、周辺市町村は 450.3

人／㎢、都市圏全体では 606.9 人／㎢となっている。他方、都市圏外の人口密度は 65.7

人／㎢と、都市圏の９分の１、核都市の 17 分の１となっている。 

全域について条件不利地域指定を受けた市町村の人口密度は、全国平均を大きく下

回っている。 

図表Ⅰ-１-３①: 都市圏内外別・条件不利地域別人口密度 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない     

（詳細は凡例参照。）。 

（都市圏外の人口密度が高い首都圏ブロック、沖縄）  

   ブロック別に都市県内外の人口密度をみると、都市圏外の人口密度が高いのは、首都

圏ブロック（155.0 人／㎢）、沖縄（138.3 人／㎢）であり、低いのは、北海道（21.7

人／㎢）、北陸ブロック（67.2 人／㎢）、中国ブロック（69.2 人／㎢）である。 

   核都市の人口密度は、沖縄、首都圏ブロック、近畿ブロックの順に高く、東北、北陸、

中国の各ブロックの順に低い。周辺市町村の人口密度は、核都市と同様に、沖縄、首都

圏ブロック、近畿ブロックの順に高いが、最も低いのは北海道であり、東北、中国の各

ブロックが続く。 

   沖縄、首都圏ブロック、近畿ブロックの周辺市町村の人口密度は、北海道並びに東北、

北陸、中部、中国、四国の各ブロックの核都市の人口密度を上回っている。 

図表Ⅰ-１-３②：都市圏内外別人口密度（ブロック別） 
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   資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 
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４．都市圏内外・条件不利地域の鉄道駅・インターチェンジ等の状況 

（鉄道駅、インターチェンジの８割以上は都市圏内） 

都市圏内外別の主要な交通インフラの割合をみると、鉄道駅及びインターチェンジは

８割以上が都市圏内にあり、港湾、空港は約半数が都市圏外にある1。都市圏外におい

ては、車をもたない高齢者や中高校生などの日常生活に関わる鉄道駅が面積に比べて少

ない。 

また、都市圏内外別に、駅、インターチェンジの有無別の市町村数の割合をみると、

都市圏外においては、鉄道駅及びインターチェンジのある市町村は、全体の 7.6％にす

ぎず、両方ともない市町村が 45.0％に上る。また、条件不利地域についてみると、両

方ともある市町村は、振興山村 2.1％、半島地域 2.4％などとなっている。 

 図表Ⅰ-１-８：都市圏内外別鉄道駅・インターチェンジ等の割合 
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②都市圏内外別にみた鉄道駅、インターチェンジの有無別市町村割合 
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資料：国土交通省都市・地域整備局において作成。 

注 ：１）それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳

細は凡例参照。）。 

２）図表②について、離島地域等（52 市町村）は、鉄道駅、インターチェンジの両方ともなし。 

                                                  
1 （１）鉄道駅については、国土交通省国土計画局国土情報整備室（平成 18 年１月１日現在）。 

１）津軽海峡線の吉岡海底駅は海岸線の外側にあるため市町村駅数に含まない。 

２）同一名称で同一事業者の駅は１つと数えた。 

３）同一名称で異なる事業者の駅であっても、地形図上で同一の駅記号となっている場合、駅記号が別でも隣接してい

る場合は、１駅と数えた。 

４）同一名称で異なる事業者の駅で、地形図上で駅が離れている場合は、別個の駅として数えた。 

（２）インターチェンジについては、旧道路公団 HP http://www.nexco.ne.jp/lib/nenpou/H15/ のインターチェンジ等一覧

より集計。 

この資料で対象としているインターチェンジ（ＩＣ）は、自動車専用道路以外の一般道路と、高速自動車 国道を連結

するもの（平成１５年７月時点供用済）のみである。 

（３）港湾については、国土交通省港湾局「港湾管理者一覧表 」より作成（平成 18 年 4 月 1 日現在）。港湾は、特定重要港

湾、重要港湾、地方港湾（港湾区域の定めがなく都道府県知事が港湾法第 56 条に基づいて公告した水域を含む。）のすべ

てを対象とした。 

（４）空港については、国土交通省航空局「全国空港配置図」より作成。第１種、第２種、第３種、その他のすべてを対象と

した（平成 19 年 3 月 1 日現在）。 

（５）面積は、総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 
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（２）条件不利地域の人口の推移 

 

（人口減少の続く条件不利地域）  

平成 17 年 10 月時点で条件不利地域に指定されている市町村のうち、全域が指定され

ている市町村について、昭和 45 年以降の人口増減率の推移をみると、全域が豪雪地帯に

指定されている市町村を除くと、一貫して人口減少が続いている。 

最近の 5ヵ年間については、振興山村△6.6％、離島地域等△5.9％、過疎地域等△5.4％

特別豪雪地帯△4.5％の順に減少率が大きい。 

 

図表Ⅰ-２-４：条件不利地域に全域を指定された市町村の人口増減率の推移 
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資料：総務省総計局「国勢調査報告」により作成。 

注 ：１）条件不利地域に指定される地域は、比較した期間を通じて必ずしも同じではないが、今回は比較の便宜      

上、平成 17 年 10 月時点で全域が指定されている市町村について遡ったもの。 

２）それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳

細は凡例参照。）。 
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（２）条件不利地域の今後の人口動向 

 

（条件不利地域は人口減少率が大きい） 

国立社会保障･人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口（2003 年 12 月）」に基

づき、昭和 45 年を 100 とする指数により過去の人口の推移及び将来推計人口をみると、

都市圏内では過去 35 年間に約３割増加したが、今後 25 年間で約１割減少する。都市圏外

では過去 35 年間で約 1.5 割減少し、今後 25 年間でさらに約２割減少する。 

平成 17 年 10 月時点で、全域が条件不利地域に指定されている市町村についてみると、

振興山村、離島地域等、過疎地域等においては、平成 42 年（2030 年）時点で昭和 45 年

の約半分まで減少する推計となっている。 

 

図表Ⅰ-２-６：条件不利地域に全域を指定された市町村の将来推計人口 

（昭和 45 年を 100 とした指数） 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口（2003 年 12 月）」より作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡

例参照。）。 
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（２）都市圏内外の年齢階層別人口比率 

（生産年齢人口比率の低い都市圏外） 

  都市圏内外別に年齢階層別人口比率をみると、都市圏内においては、年少人口 13.7％、

生産年齢人口 66.5％、老年人口が 19.3％であるのに対し、都市圏外においては、年少人

口 13.4％、生産年齢人口 59.1％、老年人口 27.5％となっている。都市圏外では、都市圏

内に比べ、生産年齢人口比率が低く、老年人口比率が高い。 

 条件不利地域についてみると、全国平均と比較して、老年人口比率は全ての地域で上回

っており、また、生産年齢人口比率は全ての地域で下回っている。特に、離島地域等、振

興山村、過疎地域等は、老年人口比率が３割を超えるなど、高齢化が進展している。 

 

図表Ⅰ-２-11：都市圏内外別・条件不利地域別年齢階層別人口比率 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡例参

照。）。 
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（３）高齢化の状況 

１）都市圏内外・条件不利地域における高齢者・後期高齢者の比率     

（後期高齢者の比率の高い都市圏外） 

老年人口 25,672 千人について、年齢別比率を詳しくみると、65 歳以上の人口に占める

後期高齢者（75 歳以上の人口）の比率は、全体では 45.2％であるのに対し、都市圏外で

は 50.5％と半数を超え、このうち 85 歳以上の比率は、全国 11.4％、都市圏外 13.0％と

なっており、いずれも都市圏外が全国平均を上回っている。85～94 歳人口、95 歳以上人

口についても、離島地域等及び過疎地域等では、都市圏と比較してやや上回っている。 

   

図表Ⅰ-２-12：都市圏内外別・条件不利地域別後期高齢者比率 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注 ：１）65 歳以上人口を 100 とした割合。 

２）それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳  

    細は凡例参照。）。 

 

２）都市圏内外別高齢者及び後期高齢者の割合 

（100 歳以上の人口の約 15％は都市圏外に） 

老年人口について年齢階層別に都市圏内外の割合をみると、年齢が上がるに従い都市

圏外の割合が少しずつ大きくなり、100 歳以上の人口は、都市圏外の割合が 15.0％に上

る。 

 

図表Ⅰ-２-13：都市圏内外別後期高齢人口割合 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成 
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３）都市圏内外別の老年人口比率の状況 

（老年人口比率の高い都市圏外） 

都市圏内外別に老年人口比率をみると、核都市が 19.3％、周辺市町村が 19.4％である

のに対し、都市圏外は 27.5％と都市圏に比べ８ポイント以上高い。 

後期高齢者について詳しくみると、全国では、65-74 歳の人口比率は 11.0％、後期高

齢者の比率は9.1％となっているが、都市圏外については、65-74歳の人口比率は13.6％、

後期高齢者は 13.9％とそれぞれ、2.6 ポイントと 4.8 ポイント高くなっている。全域が

条件不利地域に指定された市町村については、振興山村、離島地域等、過疎地域等では、

高齢比率が 30％を超え、75 歳以上の人口の比率も 15％台、85 歳以上の人口の比率も４％

台となっている。 

図表Ⅰ-２-14：都市圏内外別･条件不利地域別後期高齢者比率 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡

例参照。）。 

 

（北陸、中国、四国ブロックで 30％を超える都市圏外の老年人口比率） 

ブロック別に都市圏内外の老年人口比率をみると、いずれのブロックにおいても都市

圏外では老年人口比率が高い中で、北陸ブロック、中国ブロック、四国ブロックは 30％

を超えている。また、東北ブロック、中国ブロック、四国ブロックにおいては、周辺市

町村においても、老年人口比率は 25％前後と高い。首都圏ブロック、近畿ブロック及び

沖縄においては、老年人口比率は核都市の方が周辺市町村よりもやや高い。 

図表Ⅰ-２-15：都市圏内外別老年人口比率（ブロック別） 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 
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（85 歳以上の人口比率の高い市町村の多い都市圏外・条件不利地域） 

85歳以上の高齢者の比率は全国平均で 2.3％であるが、都市圏外や条件不利地域には、

その比率の高い市町村の割合が大きく、５％以上の市町村が２～３割に及ぶ。 

特に、85 歳以上の人口比率が高い市町村を都市圏内外別にみると、核都市では福岡県

大牟田市（4.0％ 5,189 人）、長野県飯田市（3.6％ 3,954 人）、愛媛県今治市（3.4％ 

5,985 人）であり、周辺市町村では山口県本郷村（9.3％ 115 人）、長野県天龍村（7.8％ 

156 人）、山口県錦町（7.6％ 290 人）である。都市圏外では北海道大滝村（10.5％ 193

人）、群馬県川場村（9.3％ 389 人）、福島県金山町（8.8％ 249 人）などである。 

図表Ⅰ-２-16：都市圏内外別 85 歳以上の人口の状況 

①市町村数割合（都市圏内外別・条件不利地域別） 
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離島地域等(4.2%)

半島地域(3.6%)

振興山村(4.1%)

過疎地域等(4.0%)

1％未満 1％-3％ 3％-5％ 5％-7％ 7％以上

 

②85 歳以上の人口比率の高い市町村 

85歳以上比率の高い市町村 100歳以上比率の高い市町村 
 

核都市 周辺市町村 都市圏外 核都市 周辺市町村 都市圏外 

1

位 

大牟田市（福岡県） 

4.0%（5,189人） 

本郷村（山口県） 

9.3%（115人） 

大滝村（北海道） 

10.5%（193人） 

那覇市（沖縄県） 

0.40‰（125人） 

越知町（高知県） 

2.59‰（18人） 

粟国村（沖縄県） 

3.21‰（3人） 

2

位 

飯田市（長野県） 

3.6%（3,954人） 

天龍村（長野県） 

7.8%（156人） 

川場村（群馬県） 

9.3%（389人） 

山口市（山口県） 

0.40‰（76人） 

北中城村（沖縄県） 

1.90‰（30人） 

大宜味村（沖縄県）

2.67‰（9人） 

3

位 

今治市（愛媛県） 

3.4%（5,985人） 

錦町（山口県） 

7.6%（290人） 

金山町（福島県） 

8.8%（249人） 

今治市（愛媛県） 

0.39‰（68人） 

本郷村（山口県） 

1.61‰（2人） 

今帰仁村（沖縄県）

2.64‰（25人） 

4

位 

呉市（広島県） 

3.3%（8,310人） 

中条村（長野県） 

7.5%（189人） 

神恵内村（北海道）

8.6%（113人） 

高知市（高知県） 

0.37‰（122人） 

本山町（高知県） 

1.60‰（7人） 

奈半利町（高知県）

2.41‰（9人） 

5

位 

小樽市（北海道） 

3.2%（4,530人） 

安芸太田町（広島県） 

7.5%（614人） 

紀和町（三重県） 

8.6%（139人） 

大牟田市（福岡県）

0.34‰（44人） 

錦町（山口県） 

1.58‰（6人） 

土佐町（高知県） 

2.37‰（11人） 

資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：１）図表①において、（ ）内はそれぞれの地域における比率の平均値である。 

２）それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は    

  凡例参照。）。 
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４）条件不利地域における団塊の世代、団塊ジュニア世代の比率 

 

（団塊ジュニア世代の比率が低い条件不利地域） 

全域が条件不利地域に指定されている市町村における団塊世代、団塊ジュニア世代の

比率をみると、団塊世代の比率は全国平均が 5.3％であるのに対し、条件不利地域におい

ても５％台前半であり、大きな違いはみられない。 

これに対し、団塊ジュニア世代については、全国平均が 6.2％であるのに対し、条件不

利地域においては、離島地域等で 4.0％、振興山村で 4.0％、過疎地域等で 4.0％などと

なっており、全国平均より低い。 

 

 

 

図表Ⅰ-２-20：条件不利地域別団塊の世代・団塊ジュニア世代の比率 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡

例参照。）。 
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（２）世帯数の増減率 

 

 （都市圏外の世帯数増加率は 0.6％） 

世帯数は、前回国勢調査（平成 12 年）と比較すると約 228 万世帯（4.9％）増加して

いるが、都市圏内外別にみると、都市圏全体では 5.3％（226 万世帯）の増加、うち核

都市では 5.0％（99 万世帯）、周辺市町村では 5.5％（127 万世帯）増加している。 

これに対し、都市圏外においては、増加はしているものの増加率は 0.6％（２万世帯）

と、小さい。 

条件不利地域についてみると、豪雪地帯においては 2.9％（19 万世帯）、半島地域に

おいても 0.4％（６千世帯）増加しているが、これ以外については減少している。中で

も、振興山村（△2.2％、１万世帯減）、過疎地域等（△1.1％、３万６千世帯減）、離島

地域等（△1.1％、２千世帯減）などにおける減少率が大きい。 

 

 

図表Ⅰ-２-22①：都市圏内外別･条件不利地域別世帯数増減率（平成 12 年から平成 17 年） 
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資料：総務省統計局「国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は

凡例参照。）。 
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２）条件不利地域における単独世帯、高齢単身世帯等の比率 

（離島地域等においては高齢単身世帯比率が全国平均の２倍弱） 

全域についていずれかの条件不利地域の指定を受けた市町村について単独世帯の比率

をみると、離島地域等を除き全国平均を下回っている。高齢単身世帯の比率は、いずれ

の条件不利地域も全国平均を上回り、半島地域、振興山村、過疎地域等などにおいては

全世帯の１割を上回り、離島地域等においては全国平均の２倍近くに上る。 

また、高齢夫婦世帯の比率は全ての条件不利地域で全国平均を超え、全世帯の１割を

上回っている。このように、条件不利地域においては、高齢者のみで暮らす世帯の比率

が高く、高齢者が自立的に暮らすことのできる環境づくりが急がれる。 

 

図表Ⅰ-２-24②：条件不利地域別単独世帯等の比率 

a  単独世帯数比率
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b  高齢単身世帯比率
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ｃ  高齢夫婦世帯比率
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定されている市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は

凡例参照。）。 
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（２）一人当たり課税対象所得額の状況 

（一人当たり課税対象所得額が低い都市圏外、条件不利地域） 

平成 16 年度一人当たりの課税対象所得額は、全国平均で 1,385 千円であるが、これを

都市圏内外別にみると、都市圏内が 1,427 千円、うち核都市が 1,470 千円であるのに対

し、都市圏外は 986 千円となっている。 

また、全域が条件不利地域に指定された市町村についてみると、離島地域等、半島地

域、振興山村、過疎地域等は百万円を下回っている。 

 

図表Ⅰ-３-９①：都市圏内外別・条件不利地域別一人当たり課税対象所得額（平成 16 年度） 
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資料：総務省「市町村税課税状況等の調」（平成 16 年度）（株式会社朝日新聞社「民力データベース」による市町村

別集計値）及び「住民基本台帳に基づく人口（平成 16 年３月 31 日現在）」を用いて作成。 

注 ：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は

凡例参照。）。 

 

（都市圏内外の格差が大きい大都市圏） 

一人当たりの課税対象所得額について都道府県別にみると、大きいのは東京都（1,967

千円）、神奈川県（1,773 千円）、愛知県（1,616 千円）などであり、小さいのは沖縄県（830

千円）、宮崎県（949 千円）、鹿児島県（964 千円）などである（図表Ⅰ―３－９②）。 

都市圏内外別に一人当たり課税対象所得額をみると、都市圏外は福島県、長野県を除

く全ての県において最も低くなっている。都市圏外の一人当たり課税対象所得額が高い

のは、神奈川県（1,491 千円）、愛知県（1,342 千円）、東京都（1,267 千円）、富山県（1,261

千円）などであり、低いのは沖縄県（702 千円）、宮崎県（744 千円）、福岡県（746 千円）

などである。 

核都市は多くの都道県において一人当たりの課税対象所得額が最も高いが、三大都市

圏の埼玉県、神奈川県、大阪府及び兵庫県においては、周辺市町村が核都市よりも高い。

また、三大都市圏の中でも、都市圏内外の差が大きいのは東京都（702 千円）、千葉県（526

千円）、埼玉県（468 千円）、奈良県（462 千円）である。 

また、地方圏の道県の中で、核都市と都市圏外の差が大きいのは石川県（549 千円）、

福岡県（539 千円）、宮城県（529 千円）などであり、差が小さいのは長野県（119 千円）、

富山県（129 千円）、北海道（152 千円）などである。 
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（２）条件不利地域の状況 

（ますます低下する生産年齢人口比率） 

全域が条件不利地域に指定されている市町村について生産年齢人口比率をみると、平

成 17 年については、離島地域等（55.9％）、振興山村（56.6％）、過疎地域等（56.9％）

などとなっており、都市圏外の 59.1％より低い。 

条件不利地域においては、生産年齢人口比率は昭和 55 年以降は一貫して減少しており、

昭和 45 年と平成 17 年とを比較すると、過疎地域等△7.3 ポイント、振興山村△7.1 ポイ

ント、特別豪雪地帯△6.6 ポイントと大きく低下している。 

 

 

図表Ⅰ-４-２：条件不利地域別生産年齢人口比率の推移 

50%

55%

60%

65%

70%

75%

昭和45年 昭和55年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

核都市 周辺市町村 都市圏外 全国平均 豪雪地帯

特別豪雪地帯 離島地域等 半島地域 振興山村 過疎地域等
 

資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡例参

照。）。 
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（２）都市圏内外・条件不利地域の労働力人口の減少率 

（都市圏外で大きく減少する労働力人口） 
我が国全体の労働力人口は、平成 12 年から 17 年の間に 1.1％減少したが、都市圏内外

別にみると、都市圏外で 4.2％の減少と、都市圏（△0.7％）、核都市（△1.6％）と比較

して減少率が高い。 

ブロック別にみると、都市圏外の減少率が高いのは、北陸ブロック（△7.1％）、北海道

（△6.7％）であり、都道府県別でみると奈良県（△11.0％）、富山県（△8.7％）、石川県

（△8.5％）、徳島県（△7.8％）、宮城県（△7.3％）である。逆に都市圏外の労働力人口

が増加している都県は、沖縄県（4.4％）、東京都（2.9％）、滋賀県（1.1％）、茨城県（0.9％）、

埼玉県（0.1％）、愛知県（0.1％）であり、沖縄県を除くと大都市圏とこれに隣接する都

県である。 

全域が条件不利地域の指定を受けている市町村についてみると、振興山村において△

7.1％、過疎地域等△5.6％、特別豪雪地帯△5.2％と、都市圏外よりも大きく減少してい

る。 

図表Ⅰ-４-４：都市圏内外別労働力人口の増減率（平成 12 年～17 年、ブロック別） 
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-8% -6% -4% -2% 0% 2% 4% 6%

全国　　核都市

周辺市町村
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周辺市町村

都市圏外

首都圏　　核都市

周辺市町村

都市圏外

北陸　　核都市

周辺市町村

都市圏外

中部　　核都市

周辺市町村

都市圏外

近畿　　核都市

周辺市町村

都市圏外

中国　　核都市

周辺市町村

都市圏外

四国　　核都市

周辺市町村

都市圏外

九州　　核都市

周辺市町村

都市圏外

沖縄　　核都市

周辺市町村

都市圏外

条件不利地域　　豪雪地帯

特別豪雪地帯
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振興山村
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡

例参照。）。 
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３．都市圏内外の失業率 

（都市圏の方が高い失業率） 

平成 17 年国勢調査による我が国の失業率は 6.0％であるが、都市圏内外の差に着目し

てみると、都市圏 6.0％で、うち核都市 6.4％、都市圏外 5.4％と、都市圏の方が高い。 

 ブロック別に都市圏内外を比較すると、沖縄以外の全てのブロックにおいて、核都市の

失業率が最も高く、近畿ブロック（8.7％）、北海道（7.4％）、四国ブロック（7.1％）、九

州ブロック（7.0％）の核都市において高い。沖縄においては周辺市町村 12.4％と、核都

市 12.1％よりやや高い。都市圏外についてみると、東北ブロック以外においては、都市

圏外の失業率が最も低い。都市圏外において高いのは沖縄（10.0％）、四国ブロック（6.3％）、

東北ブロック（6.1％）であり、低いのは中部ブロック（3.9％）、北陸ブロック（4.2％）、

中国ブロック（4.2％）である。 

なお、都道府県別にみると、都市圏外の方が都市圏に比べて失業率が高い県は 11 県あ

り、そのうち、都市圏内外の差が大きい県は、福岡県（3.6 ポイント）、青森県（1.0 ポイ

ント）、福島県（0.8 ポイント）、三重県（0.8 ポイント）である。 

全域が条件不利地域に指定されている市町村の失業率については、いずれの地域におい

ても全国平均より低く、都市圏外の平均よりも低いのは、振興山村（4.8％）、特別豪雪地

帯（5.3％）、過疎地域等（5.3％）などである。 

図表Ⅰ-４-６ 都市圏内外別失業率（ブロック別） 
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7.0%

6.6%
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0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

全国　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

北海道　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

東北　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

首都圏　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

北陸　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

中部　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

近畿　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

中国　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

四国　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

非都市圏

九州　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

沖縄　　　　　　　　　　　　核都市

核都市以外の都市圏

都市圏外

 

 資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 
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２）条件不利地域の状況 

（第一次産業の就業者比率が高い条件不利地域） 

 全域が条件不利地域に指定されている市町村について、産業三部門別に就業人口比率

の推移をみると、昭和 45 年と平成 17 年を比較して、第一次産業就業者比率はすべての

条件不利地域で減少し、特に減少の程度が大きいのは過疎地域等（△27.7 ポイント）、

離島地域等（△26.3 ポイント）である。しかしながら、平成 17 年においても、振興山

村が 21.8％、離島地域等が 20.6％、過疎地域等が 18.0％と、都市圏外の平均である

15.3％よりも高い。 

第二次産業就業者比率は、離島地域等を除いてほぼ同じか若しくは増加しており、特

に大きく増加したのは過疎地域等（5.7 ポイント）である。 

第三次産業就業者比率は、すべての地域で増加しており、特に大きく増加したのは離

島地域等（26.8 ポイント）である。 

なお、全域が過疎地域等に指定された市町村における第二次産業人口は、昭和 45 年

から平成 17 年までの 35 年間で約 15 万人減少しているが、全体の就業人口が減少して

いるため、比率は増加している。 

 
図表Ⅰ-４-７②：条件不利地域別就業人口比率の推移 

（豪雪地帯）                   （特別豪雪地帯） 
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（離島地域等）                  （半島地域） 
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（振興山村）                   （過疎地域等） 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注 ：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村を含まない（詳細は

凡例参照。）。   
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（２）産業大分類でみた就業人口 

（製造業、卸売・小売業、農業などの就業人口比率が高い都市圏外） 

 産業大分類別に都市圏内外の就業人口比率をみると、都市圏外で比率が高いのは、製造

業（16.3％）、卸売・小売業（14.6％）、農業（13.0％）、建設業（10.7％）、サービス業（他

に分類されないもの）（10.6％）などとなっている。また、全国の就業者比率と比較して

都市圏外の比率が高いのは、農業（13.0％）、林業（0.4％）、漁業（1.8％）、建設業（10.7％）、

飲食店，宿泊業（5.7％）、医療，福祉（9.3％）である。 

他方、核都市において比率が高い業種は、情報通信業（3.1％）、卸売・小売業（19.7％）、

金融・保険業（2.9％）、不動産業（1.8％）、飲食店，宿泊業（6.0％）などである。 

条件不利地域については、離島地域等では漁業（6.7％）が、振興山村では農業（17.2％）、

林業（1.5％）が、過疎地域等では農業（15.4％）が、全国と比較して特に高くなってい

る。 

 

図表Ⅰ-４-８：都市圏内外別・産業大分類別就業人口割合 
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4.4%

5.1%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

核都市
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都市圏外

豪雪地帯

特別豪雪地帯
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電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

飲食店，宿泊業 医療，福祉 教育，学習支援業

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの） 公務（他に分類されないもの）
分類不能の産業

 

資料：総務省統計局「平成 16 年事業所・企業統計調査」により作成。 

注 ：それぞれの条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村を含まない（詳細

は凡例参照。）。  
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４）都市圏外・条件不利地域に多い業種（産業大分類別） 

 

（事業所数割合：農林漁業が目立つ都市圏外） 

産業大分類別に事業所数割合をみると、全国では、卸売・小売業が最も多く（28.4％）、

次いでサービス業（他に分類されないもの）（18.8％）、飲食店、宿泊業（14.0％）となっ

ている。 

都市圏外及び全域がいずれかの条件不利地域の指定を受けた市町村についてみても、こ

れらの業種が多い。また、全国では目立たない第一次産業の事業所が、都市圏外 1.1％（全

国 0.3％）、振興山村 2.6％、過疎地域等 1.3％、離島地域等 1.1％、特別豪雪地帯 1.0％な

どなっている。製造業は全国 10.1％に対して、都市圏外は 9.6％と小さく、建設業の割合

は、全国 9.9％、核都市 8.0％、周辺市町村 11.1％、都市圏外 12.7％と、都市中心部から

離れるほど大きくなる。 

 

    図Ⅰ-４-18①：都市圏内外別・条件不利地域別・産業大分類別事業所数割合  
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飲食店，宿泊業 医療，福祉 教育，学習支援業

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

 
資料：総務省統計局「平成 16 年事業所･企業統計調査」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に市町村の全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡例参照。）。 
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（従業者数割合：卸売・小売業、製造業従業者の多い都市圏外） 

産業大分類別に事業所従業者数の割合をみると、事業所数でも割合の大きい卸売・小売

業（23.5％）、サービス業（他に分類されないもの）（14.9％）、飲食店，宿泊業（9.3％）

は同様に大きいものの、全体として事業所数よりも割合は小さく、他方、事業所数の割合

では 10.1％であった製造業が 19.1％と 2番目に大きい。   

製造業の割合は、都市圏内外別では、周辺市町村で最も大きく（24.2％）、都市圏外がこ

れに続き（21.2％）、核都市においては 14.4％に留まる。条件不利地域においても概ね全

国と同程度の割合であるが、離島地域等においては 8.7％と小さい。 

第一次産業については、条件不利地域においては、事業所数でみるより割合が大きく、

全国では 0.4％であるが、都市圏外では 1.8％、振興山村で 3.9％、離島地域等で 2.8％に

上る。 

 

図Ⅰ-４-18②：都市圏内外別・条件不利地域別・産業大分類別事業所従業者数割合 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

核都市

周辺市町村

都市圏外

豪雪地帯

特別豪雪地帯
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半島地域
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鉱業 建設業 製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

飲食店，宿泊業 医療，福祉 教育，学習支援業

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）  
資料：総務省統計局「平成 16 年事業所･企業統計調査」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に市町村の全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まない（詳細は凡例参照。）。 
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２）業種別にみた工場立地の状況 

（条件不利地域等に多いのは食料品、飲料等、一般機械器具製造業の工場立地） 

平成 13 年から平成 17 年の 5年間の業種別工場立地件数をみると、全国では食料品製

造業（15.0％）、一般機械器具製造業（12.7％）、金属製品製造業（8.9％）、輸送用機械

器具製造業（8.2％）、プラスチック製品製造業（6.9％）などの割合が大きい。 

都市圏外についてみると、食料品製造業が 17.6％と全国よりも割合では大きく、以下、

飲料・たばこ・飼料製造業（8.6％）、一般機械器具製造業（8.2％）、金属製品製造業（7.2％）、

輸送用機械器具製造業及び木材･木製品製造業がともに 6.7％などとなっている。 

離島地域等、振興山村等条件不利地域においては全体の件数は少ないが、同様に食料

品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業の立地の割合が大きい。 

 

図Ⅰ-４-25④：都市圏内外別・条件不利地域別・業種別工場立地件数割合（平成 13 年～平成 17 年）  
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全国

核都市(都市圏内)

周辺市町村(都市圏内)

都市圏外

豪雪地帯

うち特別豪雪地帯

離島地域等

半島地域

振興山村

過疎地域等

食料品 飲料・たばこ・飼料 一般機械器具 金属製品 輸送用機械器具

木材・木製品 プラスチック製品 電子部品・デバイス  化学 電気機械器具

窯業・土石製品 電気業 パルプ・紙・紙加工品 その他の製造業 衣服・その他の繊維製品

非鉄金属 ゴム製品 鉄鋼業 家具・装備品 印刷・同関連業等

精密機械器具 自然科学研究所 情報通信機械器具 石油製品・石炭製品  

資料：経済産業省「工場立地動向調査（平成 13 年～平成 17 年）」により作成。 

注：日本標準産業分類（平成 14 年 3 月改訂）においては、従来、製造業に区分されていた「出版・印刷・同関連産業」のうち、「新聞

業」及び「出版業」は情報通信業に区分されたが、ここでは、「印刷・同関連業」に含めて集計した。 

 

（都市圏内外で多い食料品、一般機械器具製造業等の工場立地件数） 

過去５年間に都市圏外に立地した工場の業種別件数をみると、食料品、飲料・たばこ・

飼料、一般機械器具、金属製品、輸送用機械器具、木材・木製品などの件数が多かった。

これらについては、飲料・たばこ・飼料のほかは、都市圏も併せて立地が多かった業種

である（図表Ⅰ-４-25⑤）。 

一方、立地件数割合でみて都市圏外が大きかった業種は（図表Ⅰ-４-25⑥）、電気供給、

飲料・たばこ・飼料、木材・木製品、衣服・その他の繊維製品、ゴム製品、電子部品・

デバイス、食料品などとなっている。食料品と電子部品・デバイスを除き、全国合計の

件数は少ない業種である。 
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＜一般機械器具製造業＞ 

一般機械器具製造業は、事業所数割合ではみると都市圏外は全体の 5.3％を占めるに留 

まるが、過去 5年間の工場立地件数については、都市圏外が 9.8％を占め、また、都市圏

外における工場立地件数のうち 8.2％を占める。都市圏外の人口５万人未満の市町村にお

いても、70 件余の用地取得等があり、このうち 24 市町村は、自然条件、交通アクセス等

において困難の伴う、全域がいずれかの条件不利地域に指定された市町村である。人口規

模は 3千人弱の山梨県鳴沢村から４万人台の岩手県釜石市、山形県新庄市まで幅があるが、

インターチェンジがあるのは３町のみで、鉄道駅のない市町も多い。昼夜間人口比率は

10 市町村において１を超えているが（平均 0.99）、第二次産業従業者数が前回の国勢調査

時より増加している市町村、人口増加市町村は少ない。 

図表Ⅰ-４-27③：過去 5年間に一般機械器具製造業の工場新設・増設のあった 

都市圏外人口 5万人未満の市町村（条件不利地域の全域指定をうけた市町村） 

都道府県 市町村 地域指定 人口(H17)
人口増
減率
(H17)

生産
年齢
人口
比率
(H17)

65歳
以上
人口
比率
(H17)

製造
業就
業者
比率
（H１
７）

製造品
出荷額
等
（百万
円）

第一
次産
業就
業者
比率
(H17)

第二
次産
業就
業者
比率
(H17)

第三次
産業就
業者比
率
(H17)

工場
立地
件数
(H13
-
H17)

一
般
機
械
器
具

電
気
機
械
器
具

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス

輸
送
用
機
械
器
具

精
密
機
械
器
具

第二次
産業従
業者増
加数
(H12-
H17)

昼夜
間人
口比
(H17)

北海道 芦別市
特豪、振興山村、過
疎

18,899 -10.1% 55.9% 34.0% 17.1% 12,238 11.9% 27.1% 60.9% 5 4 0 0 0 0 -581 0.98

岩手県 釜石市 豪雪、一部山村 42,987 -7.6% 56.6% 31.2% 20.7% 94,440 8.4% 30.3% 61.1% 5 1 0 0 0 0 -1605 1.05

岩手県 江刺市
豪雪、一部山村、過
疎

32,544 -3.4% 56.7% 30.4% 18.9% 93,938 26.3% 28.2% 45.3% 10 1 1 2 1 0 -978 0.94

岩手県 東和町 豪雪、過疎 10,054 -6.1% 56.2% 32.3% 18.2% 4,745 29.6% 26.8% 43.5% 2 1 0 0 0 0 -120 0.85

岩手県 前沢町 豪雪 15,131 -2.0% 57.6% 29.5% 21.0% 28,930 22.3% 30.5% 47.0% 4 1 0 0 0 0 -399 0.99

宮城県 岩出山町豪雪、過疎 13,254 -6.5% 57.5% 31.6% 19.8% 30,635 16.2% 32.0% 51.5% 3 1 0 0 0 0 -437 0.93

秋田県 にかほ市豪雪、一部山村 28,972 -4.5% 60.2% 26.6% 35.7% 233,482 9.9% 44.4% 45.6% 11 4 0 0 0 1 -2150 1.00
山形県 新庄市 特豪 40,717 -3.4% 60.6% 24.3% 17.9% 77,887 10.0% 29.0% 60.3% 7 1 0 0 2 0 -1701 1.12
山形県 長井市 特豪 30,929 -3.3% 58.8% 27.4% 28.6% 58,755 9.1% 40.4% 50.2% 7 2 0 1 1 0 -1336 1.03

山形県 白鷹町
特豪、一部山村、過
疎

16,331 -4.8% 56.7% 29.9% 29.0% 21,125 13.1% 40.8% 46.0% 3 1 0 0 0 0 -565 0.88

栃木県 那須町 豪雪、一部山村 26,693 -1.2% 61.7% 25.0% 16.0% 39,574 15.2% 24.4% 56.9% 3 1 1 0 0 0 -785 1.05

新潟県 分水町 豪雪 15,121 -3.6% 62.3% 24.0% 36.1% 59,827 6.3% 43.5% 50.2% 2 1 0 1 0 0 -287 0.96

新潟県 刈羽村 豪雪 4,806 -4.4% 60.3% 27.0% 23.1% 12,654 9.8% 34.8% 54.9% 1 1 0 0 0 0 34 0.99

石川県 志賀町
豪雪、半島、一部山
村、みなし過疎

23,790 -6.3% 57.1% 31.1% 23.8% 60,199 12.4% 35.3% 52.3% 4 1 2 0 0 0 -1188 0.96

山梨県 鳴沢村 振興山村 2,958 3.3% 62.1% 21.9% 19.2% 36,194 12.4% 30.1% 56.5% 1 1 0 0 0 0 13 1.07

兵庫県 養父市
豪雪、一部山村、過
疎

28,306 -6.0% 55.5% 30.9% 20.1% 38,857 9.4% 31.6% 58.9% 5 1 1 0 1 0 -631 1.01

兵庫県 五色町 過疎 11,101 0.1% 56.0% 28.2% 15.8% 21,423 21.4% 25.0% 52.4% 2 2 0 0 0 0 -68 0.87

和歌山県 日高川町
半島、一部山村、過
疎

11,305 -2.6% 55.7% 30.5% 10.6% 17,596 28.0% 20.8% 50.8% 2 1 0 0 0 0 -123 0.92

和歌山県 白浜町 半島、一部山村 19,206 -2.6% 59.6% 27.6% 8.6% 5,835 5.1% 16.9% 77.8% 1 1 0 0 0 0 -212 1.00

島根県 奥出雲町
豪雪、一部山村、過
疎

15,812 -5.3% 52.8% 34.3% 18.4% 15,976 21.8% 31.8% 46.2% 2 1 0 0 0 0 -563 0.98

高知県 仁淀川町一部山村、過疎 7,347 -10.3% 44.4% 46.2% 11.0% 2,249 14.8% 35.7% 49.5% 1 1 0 0 0 0 -397 1.03

大分県 安岐町
半島、一部山村、過
疎

9,974 -0.4% 55.9% 31.0% 23.7% 365,420 19.4% 31.8% 48.3% 5 3 0 0 1 0 -120 1.17

鹿児島県 さつま町 過疎 25,688 -6.0% 52.6% 34.7% 20.2% 45,321 22.4% 27.8% 49.8% 6 1 0 0 2 0 -898 1.01

鹿児島県 横川町 過疎 5,235 -5.1% 53.2% 32.6% 21.1% 28,419 17.6% 30.1% 51.8% 2 2 0 0 0 0 42 1.05  
資料：総務省統計局「国勢調査報告」、経済産業省「平成 16 年工業統計調査」、「工場立地動向調査（平成 13 年～平成 17 年）」等によ

り作成。 

注：１）市町村は、平成 17 年 10 月 1 日現在。 

２）市町村名を紫に着色した市町村は鉄道駅・インターチェンジがない市町村。水色は鉄道駅のみある市町村。 
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（第二次産業従業者が増加した都市圏外小規模市町村もある） 

都市圏外の人口５万人未満市町村の中にも、数は限られているが過去５年間に第二次産

業従業者数が増加した市町村がある。100 人以上増加した市町村のうち、建設業就業者比

率が15％未満の12市町村についてみると、人口1万人に満たない市町村が過半を占める。

半数が離島地域、振興山村等の条件不利地域であり、インターチェンジのない市町村が

10 となっている。最近 5 年間に工場立地や、既存の工場の増員があったことが増加の背

景にあり、工場誘致等の努力が実った場合も多いと考えられる。 

これらの町村は、生産年齢人口比率は都市圏外の平均よりも高く、昼夜間人口比率も平

均 1.07 と、都市圏の平均を上回っているが、人口増に結びついた町村は限られている。 

図表Ⅰ-４-28③：第二次産業従業者数が増加した市町村（都市圏外の人口５万人未満市町村） 

都道府
県

市町村 地域指定

製造業
就業者
比率
(H17)

製造品出
荷額等
（百万
円,H16）

工場
立地
件数
(H13
-17）

人口
（H17)

人口増
減率
(H12-
17)

生産年
齢
人口
比率
(H17)

第2次産
業従業者
数増減率
（H12-
17）

第2次
産業5
年間増
加数
(H12-
17)

昼夜間
人口比
率(H17)

滋賀県 竜王町 なし 42.8% 627122.56 3 13280 -0.7% 68.4% 17.3% 1095 1.20

岩手県 金ケ崎町 豪雪地帯 26.9% 385768.15 0 16396 0.1% 61.1% 6.9% 391 1.20

愛知県 額田町 振興山村 31.4% 123673.27 5 9103 -3.3% 62.4% 10.0% 294 1.01

愛媛県 上島町
離島地域・過疎地
域

26.8% 28926.66 0 8098 -5.9% 57.2% 24.1% 246 0.99

千葉県 芝山町 なし 12.2% 62984.47 0 8389 -0.1% 62.0% 7.2% 181 1.52

群馬県 板倉町 なし 23.8% 39707.03 6 15865 -0.5% 65.1% 6.7% 149 0.93

山梨県 富士河口湖町 一部振興山村 20.2% 64173.62 2 23943 6.0% 65.4% 4.2% 149 1.02

香川県 山本町 なし 22.5% 12033.84 4 7409 -5.2% 58.2% 14.1% 139 0.90

福島県 矢祭町
一部振興山村・過
疎地域

29.4% 45758.95 0 6740 -4.6% 55.9% 7.5% 123 0.96

福島県 泉崎村 なし 32.5% 58503.66 6 6761 -0.9% 63.0% 4.4% 111 1.12

宮崎県 北郷町
振興山村・過疎地
域

22.0% 7687.24 2 5073 -5.3% 56.4% 10.7% 107 1.01

福岡県 新吉富村 なし 24.7% 15881.93 0 4128 0.5% 60.5% 12.1% 101 0.94

26.3% 122685.1 2.3 10432.1 -1.7% 61.3% 10.4% 257.2 1.07

15.8% 20,290 0.8 10,721 -4.6% 58.3% -18.3% -279.1 0.97

16.3% 31,122 1.1 14,055 -4.0% 59.2% -18.1% -356.8 0.97

21.3% 57,799 1.78 19,216 -1.0% 62.9% -12.9% -342.9 0.91

都市圏外の人口5万人未満の市町村のう
ち第二次産業従業者数が100名以上増加
した市町村の平均（注３）

都市圏内周辺市町村のうち人口5万人未
満の市町村

都市圏外平均

都市圏外の人口5万人未満

 

資料：総務省統計局「国勢調査報告」及び「平成 16 年事業所企業統計調査」、経済産業省「平成 16 年工業統計調査」及び「工場立地動

向調査（平成 13 年～平成 17 年）」により作成。 

注：１）平成 12 年から 17 年の間に第二次産業従業者数が 100 人以上増加した都市圏外の人口５万人未満の市町村のうち、建設業就業者

比率 15％未満の市町村。市町村は、平成 17 年 10 月 1 日現在。 

２）市町村名を紫に着色した市町村は鉄道駅・インターチェンジがない市町村。水色は鉄道駅のみある市町村。薄緑はインターチェ

ンジのみある市町村。 

３）都市圏外人口 5万人未満市町村のうち、第二次産業従業者数が 100 名以上増加した市町村の欄及び全ての区分の昼夜間人口比率

の平均値は、各市町村の比率等の平均値を求めたものであり、該当地域全体の比率等ではない。 

以上みてきたとおり、必ずしも交通アクセスに恵まれない、都市圏外の地域、条件不利地

域の中にも、製造業が立地し、雇用を創出している地域も少なくない。 
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（２）農業産出額が大きい市町村・農業就業者数比率が高い市町村の特色 

 

（条件不利地域の中にも農業産出額が大きい市町村もある） 

平成 16 年の市町村別農業産出額が多い市町村は、愛知県豊橋市（514 億円）、北海道別海

町（447 億円）、愛知県渥美町（404 億円）などとなっており、150 億円を超える市町村は全

国で 79 ある。このうち、都市圏内市町村が 60（核都市 26 を含む。）と８割弱を占めるが、

都市圏外の市町村も 19 含まれている。 

これら 19 市町村は、条件不利地域にその全部又は一部が指定された市町村も多いものの、

平均で人口規模は約 5万人、人口増減率も△2.8％と都市圏外平均（△4.0％）を下回り、生

産年齢人口比率も 61.0％と都市圏外平均（59.1％）を上回る。第一次産業就業者比率は必

ずしも著しく高い市町村ばかりではない（平均 22.8％）。また、過去 5年間に食料品、飲料

等の工場が立地した市町村は７市町である。 

図表Ⅰ-４-32①：都市圏外の農業産出額 150 億円以上の市町村 

都道府
県

市町村 地域指定
人口
（H17年）

人口
増減
率
（H12
-17
年)

生産年
齢
人口
比率
(H17
年)

65歳以
上
人口
比率
(H17
年)

面積
（k㎡）

(H17)

第一
次産
業就
業人
口比
率
(S45
年）

第一
次産
業就
業者
比率
(H17
年)

第二次
産業就
業者比
率(H17
年)

第三次
産業就
業者比
率(H17
年)

農業産
出額
（百万
円）
(H16年)

農業就
業者数
比率
(H17
年)

食料
品工
場立
地件
数
(H13-
H17年

飲
料・た
ばこ・
飼料
工場
立地
件数
(H13-
H17
年)

昼夜間
人口比
率
(H17
年)

北海道 網走市 豪雪 42,045 -3.1% 66.9% 20.0% 470.9 22.1% 11.1% 18.9% 68.5% 22,700 7.2% 0 2 1.03

北海道 富良野市
特豪、一部
山村

25,076 -4.0% 61.2% 24.6% 600.8 39.5% 22.1% 13.1% 64.2% 17,890 21.6% 0 0 1.03

北海道 標茶町
豪雪、一部
山村、過疎

8,936 -4.8% 61.2% 25.6% 1,099.6 45.0% 30.9% 15.0% 54.1% 17,270 28.7% 0 0 1.02

北海道 別海町 豪雪・山村 16,460 -2.7% 64.8% 19.1% 1,320.2 57.2% 40.1% 14.4% 45.5% 44,690 34.1% 0 0 1.02

北海道 中標津町 特豪 23,792 2.6% 67.0% 16.8% 685.0 27.8% 11.9% 20.6% 67.4% 17,490 11.2% 0 0 0.99

青森県 つがる市
豪雪、半
島、みなし
過疎

40,091 -3.0% 59.8% 27.5% 253.9 72.9% 33.1% 20.6% 46.2% 20,790 32.4% 0 0 0.96

岩手県 一関市
豪雪、一部
山村、みな
し過疎

125,818 -3.5% 58.7% 27.6% 1,133.1 50.3% 15.8% 32.4% 51.6% 27,180 15.6% 2 0 1.01

秋田県 横手市

豪雪、一部
特豪、一部
山村、みな
し過疎

103,652 -4.9% 58.2% 29.4% 693.6 53.6% 17.7% 27.4% 54.7% 29,600 17.6% 1 1 1.01

茨城県 行方市 　 40,035 -3.4% 61.8% 25.7% 166.3 65.2% 25.3% 28.7% 44.5% 24,350 24.8% 0 0 0.91

千葉県 銚子市 　 75,020 -4.7% 62.2% 25.9% 83.7 21.2% 11.0% 31.6% 57.3% 23,520 9.2% 12 0 0.98

千葉県 旭市 　 70,643 -0.7% 64.0% 22.1% 129.9 45.5% 19.7% 25.0% 54.9% 40,330 19.1% 1 0 0.92

岐阜県 高山市

豪雪、
一部特豪、
一部山村、
一部過疎

96,231 -0.8% 61.4% 23.9% 2,179.4 30.5% 10.9% 24.8% 64.2% 19,620 10.5% 0 0 1.02

愛知県 田原市 　 66,390 1.3% 65.4% 19.9% 188.6 52.9% 33.3% 28.9% 37.4% 75,980 31.7% 0 0 1.05

兵庫県 南あわじ市
一部離島、
一部山村

52,283 -4.9% 59.5% 26.9% 229.1 44.5% 25.6% 26.5% 47.8% 22,930 23.4% 0 0 0.97

宮崎県 小林市 38,923 -3.5% 59.3% 26.1% 230.8 48.6% 19.8% 19.4% 59.6% 17,700 19.3% 0 0 1.01

宮崎県 えびの市 過疎 23,079 -7.3% 54.5% 33.4% 283.0 63.8% 25.9% 21.5% 52.3% 16,640 25.6% 1 2 1.00

鹿児島県鹿屋市
半島、一部
山村

81,471 0.5% 62.2% 21.6% 234.4 38.5% 9.8% 18.2% 68.5% 18,960 8.8% 2 0 1.05

鹿児島県頴娃町 半島、過疎 14,126 -4.5% 54.1% 32.7% 110.3 68.0% 40.1% 17.4% 42.5% 21,680 39.4% 0 0 0.98

鹿児島県串良町 半島 13,272 -2.5% 57.3% 27.8% 65.9 71.4% 29.3% 19.6% 51.1% 16,770 28.6% 0 0 0.92  

資料：総務省統計局「国勢調査報告」、農林水産省「農業生産所得統計（平成 16 年）」により作成。 

注：１）市町村は平成 17 年 10 月 1 日現在。 

  ２）市町村名を紫に着色した市町村は駅、IC なし、水色は駅のみあり、IC なし。 
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図表Ⅰ―４－38：都市圏内外別産業大分類別就業者比率（都市圏外上位順） 

 

全国
核都
市

周辺
市町
村

都市
圏外

豪雪
地帯

特別
豪雪
地帯

離島
地域
等

半島
地域

振興
山村

過疎
地域
等

製造業 17.3% 14.9% 19.2% 16.3% 15.4% 15.3% 5.9% 14.5% 13.3% 15.2%

卸売・小売業 17.9% 19.7% 17.2% 14.6% 17.4% 14.9% 14.2% 15.7% 11.6% 14.2%

農業 4.4% 2.0% 4.6% 13.0% 8.0% 12.8% 13.7% 12.2% 17.2% 15.4%

建設業 8.8% 8.4% 8.7% 10.7% 10.5% 11.7% 12.0% 10.2% 12.3% 11.3%

サービス業（他に分類されないもの） 14.3% 15.5% 14.2% 10.6% 12.7% 11.2% 9.1% 10.5% 9.4% 9.8%

医療，福祉 8.7% 9.0% 8.4% 9.3% 9.4% 9.1% 10.6% 10.4% 8.5% 9.8%

飲食店，宿泊業 5.2% 6.0% 4.6% 5.7% 5.4% 5.8% 6.2% 5.5% 6.1% 4.7%

公務（他に分類されないもの） 3.4% 3.2% 3.4% 4.2% 4.3% 4.6% 6.8% 4.4% 5.1% 4.4%

教育，学習支援業 4.4% 4.6% 4.3% 3.9% 4.2% 3.8% 4.9% 4.1% 3.4% 3.7%

運輸業 5.1% 5.2% 5.3% 3.9% 4.5% 3.8% 3.9% 3.9% 3.0% 3.6%

複合サービス事業 1.1% 0.9% 1.1% 2.2% 1.6% 2.1% 3.0% 2.1% 3.2% 2.6%

漁業 0.4% 0.1% 0.2% 1.8% 0.8% 0.9% 6.7% 2.6% 3.0% 2.1%

金融・保険業 2.5% 2.9% 2.4% 1.4% 2.1% 1.7% 1.2% 1.6% 1.0% 1.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5% 0.5% 0.4% 0.5% 0.5% 0.4% 0.6% 0.5% 0.4% 0.4%

情報通信業 2.6% 3.1% 2.7% 0.5% 1.3% 0.8% 0.4% 0.5% 0.3% 0.4%

分類不能の産業 1.9% 2.2% 1.9% 0.4% 1.1% 0.5% 0.1% 0.5% 0.2% 0.3%

林業 0.1% 0.0% 0.1% 0.4% 0.2% 0.4% 0.1% 0.3% 1.5% 0.5%

不動産業 1.4% 1.8% 1.3% 0.4% 0.7% 0.4% 0.2% 0.4% 0.2% 0.3%

鉱業 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.2%
 

資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注 ：各々の条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含んでいない（詳細は凡例

参照。）。 
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